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新エネノレギ-源と海水揚水発電所との連系運用

宮地 巌@依田正之

Combi:ned Opera tio:n of N on幽 Conventional Energy 

Sources with Sea固執TaterPumping-Up Station 

Iwao MIY ACHI and Masayuki YODA 

Because of their uncertainty in expected output capacity and time duration， the so-called 

non-conventional energy sources are considered to be insufficient as yet for the purpose of 

alteniating the petroleum in the domain of electric power supply industry. The authors have 

b巴endeveloping the possibility of realizing a large scale sea-water pumping句uppower station， in 

which the ocean will be serving as an upper reservoir， and trying tωop戸romot民ethe exceptional 

Cωont仕nゐbu凶1此ti叩0叩noぱfthose sources through tぬheintervening energy storage by pumped-up sea 

f臼acαil批i託ta抗ti泊ngthe smooth operation of electric power systems. This pape釘rdescribes shortIy the 

present status of non-conventional energy sources together with the detailed configuration of 

proposed sea-water pumping-up station. The suitable combination of joint operation and the 

desirable level of technical development of those installations are finally discussed 

1. まえ力ずき

わが国の電力供給形態は昭和30年代後半に水主火従か

ら火主水従に転換したが，これに伴って大容量石油火力

がそれまでの石炭火力に代わって主流となり，その後20

年間にわたって全盛期を迎えたわけで‘ある。しかし産油

国による石油価格の高騰政策ι長期的にみた資源の枯

渇に対処して，各種の新エネノレギー源が見直されるよう

になり，原子力からバイオマスにいたるまですべての資

源が広く技術開発の目標となった。さらに法的にも「石

油代替エネノレキ、 の開発と導入」や「エネノレギーの使用

の合理化」を推進する形が定着し，サンシャイン計画や

ムーンライト計画にみる大形プロジェクトの展開をみる

にいたった。しかし実際には従来から主要発電資源を石

炭に依存している世界の大多数の国国では，石油事情の

激変は日本ほど致命的な問題ではなかったようである。

この間登場してきた各種新エネノレギー源の中には，資金

と労力をかけても近い将来には実用化を期待することが

できないものもあり，またその供給規模と継続時間にお

いて必ずしも適当ではないものも含まれている。さらに

これらを産業用電力として利用する立場からみるとき，

極めて限られた種類の新エネルギー源しかその対象とな

り得ないことがわかる。

本論文では新エネノレギーを電力供給源として評価する

一方， これらを有効利用する場合通常必要とするエネノレ

ギー貯蔵放出形態として，海洋を上池とする海水揚水発

電方式の提案を行ない，これらを組合わせた連系運用に

もとづくより広範囲で実現可能なエネノレギーシステムの

構成について論述している。

2.新エネルギ-)，原

2. 1 沿革・展望

「日本における電力の新技術展望」と題して筆者の 1

人が約10年前に作表したものの一部を，現時点に沿うよ

う書改めたものが表 1である。これらの項目中には前回

の想定通りの技術開発に成功した例もあるが，原子力開

発目標などは約1/2しか達成されていない実情である。一

方電気学会においては，エネノレギーに関する特集論文を

編集するとか，年次大会においてシンポジウムを開催す

るなどして技術開発の現状を遂次公開しているが，それ

らの課題をとりまとめたものが表 2および表 3である。

2. 2 石油代替資源

責任ある新エネルギー開発機構の代表者あるいは電力

事業の指導者らの最近の論説を参照し，かっ開発途上に

ある技術の現状に立脚して，個個の発電用代替エネノレギ

ー源がわが国においてどの程度の水準にあるかを項目別

に考察して次に示す。

(1) 原子力 昭和56年 6月現在で炉台数22基，認可出力

15.5GWでなお建設が進んでいる。しかし軽水炉原子力
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発電所は立地の立遅れから，昭和60年度の目標を当初の

60GWから30GWに見直し65年度に53GWと見積って

いるが，常に石油代替エネノレギーの主役であることには

間違いない。実験炉，実証炉を経て商業ベースの新形転

換炉，高速増殖炉への足堅めを着実に進めている段階で

ある。

(2) 石炭 20年前との状況の違いは，ボイラ容量の増大，

海外炭専焼，環境規制の強化の 3点にある。流動床ガス

化や噴流床カ守ス化への努力とともに， 100MW級カスタ

ービンを開発してこれと直結する計画もある。南アフリ

カでは必要なガソリンの40%を石炭液化で賄う程度に活

用しているとしヴ。ともかくも長期安定輸入確保が絶対

表 1 日本における電力の新技術展望 宮地。依田
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表 2 エネノレギーに関する電気学会特集論文課題

小:小特集， 特:特集 宮地・依回

年月 区分 課 題 幸町 目

5'/..8 サン、ンャイン計画と地時 I也凱流体，ノ、イナリ}サイクル，濁川
大岳

長期需始，核エヰルギー(転換煩，
高速増殖府，地合恒 J.化石エネ

55・5 特 新エネルギーの開発 ルギー(LNG，石炭.オイルシエール)，
自然エネJレギ…(大l耳目地熱，風力，
海洋，バイオマス)

55・タ ノト 該組合実験装置の電源 トーラス電源，加剖紅緬，圧縮
電源，閉込め電源

56・f 特
電気機器における省資源・ 材判，静止機器，回転機，

省エネルギ」
ケ』ブル，照明・冷暖房圃家麿弔
機器，法規

Eι・ι エネルギー貯蔵技術
新形電池，蓄晶，フライホイール. I 
超電導コイル。水素 | 

表 3 エヰノレギーに関する電気関係学会νンポジウム諜題

全:電気学会全国大会， 連:竜気四学会連合大会 宮地・依田

年度 Iえ分 課 題 細 目

全 "ワーエレクトロニクス 車子hZ、用口

，自動化蝿接持，
屯動

117 

連 十実利合発屯
<1既念，フラント，フラス'マ.ブラ〆ケット，
マグネット

全 燃料福地 ターゲット計画，水素ー最素，ヒドラジン
tふZ

連 以水発電 商務差，大容地

全 クリーンエネルギー
サンシャイン計耐，太陽，凱'111子，火111，
水素

11タ

連 新エネルギー開発 MHD，高速増トー靖フ胆，海，燃洋1 
ラジオアイソ

全 エネルギーシステム 地域i制発，トータルシステム，需給予測
50 

連 エネルギー稿送 主流屯力，直流電力

全 エネルギ』閥発材料 伎分裂.太陽.海洋，水素， f宅融

主/
dロ斗

連 電気エネルギ-の貯誠 逗気的.機械的，化学的，蓄屯池

海洋物理 風波，湖汐

全
真空.紐逗導，高温.低{晶度差.極限技術
大首ime湘|伺

5ユ
エネルギー却J辛向上

長期ピジョン，配力，高速実験炉，石炭
カ1 化，屍特干Ij問 .MHD

連

太陽エネルギー 太陽特，太陽光，ハイオマス.光化学.
光合成

全 省エネルギー展望 百三力，都市ガス，製造，製鉄，鉄道

53 
地品，転換府，高速増積府，謹 新エネルギー掛謝発
石炭ガス化・{伐 It，太陽，陵胡合

全 伎胡合エネルギ』制卸 トカマク装置，ハルス技術。炉開港

511 展望，原子力，石炭火力，両効率化
通 1111.石油発福枝耐

開発動向

全 高t量減・省エネルギー吉正気絶縁 縮世化，高耐力イヒ.低損失化

55 
太陽.地熱.石炭ずスイヒ・限It， 

遅 代待エネルギー開発
水素

全
省エネルギー機器の磁気的諸問題 先生， I!i;減，桝析，構造，測定
一秩損

Eι 

連
代替エネルギー源の開発の現状と 風.太陽，石炭液化・ガス化，増
課題 捕'J:R

的に必要である。

(3) LNG 世界の埋蔵量は石油の74%，石炭

の18%といわれ可採年数は47年あるとし、う。し

かし世界商品として火力燃料のみならず都市ガ

スにも利用され，今後とも値上げ攻勢が本格化

することは必至とみられている。電気事業者の

短期需給見通しでは LNGが主流として約70%

の依存度になるとし、う。

(4) 地熱水力並みの建設費40万円/kWに対
かっこんだ

し葛根回の例では12.25円/kWhと発電コスト

が低く，中，長期の開発に期待がかけられてい

る。わが国には全世界の地熱エネノレギーの約10

%にあたる20GWの開発可能量が存在すると

いわれ，すでに 6地点， 168MWが運転中であ

る。今後は4，OOOm級の深部ボーリング探査に

より 250MW級の発電を指向しており，さらに

80~1500C の熱水を利用した低沸点流体による

パイナリーサイクノレ発電の基礎研究が進められ

ている。

(5) 太陽 太陽エネノレギーは将来とも食糧生産

エネノレギーとして不可欠の地位を保つものであ

る。地表面での日射量は霧，雲等の天候に左右

されて不安定ではあるが，晴天時には確実なエ

ネノレギー源となり， l，OOOkW太陽熱発電所では

春分南中時 2時 間 後 の 法 線 直 達 日 射 量 を0.75

kW/m2として定格出力を設計している O 平均日

射量の最大は 5月の410cal/cm2・day(平均 l

kW/m2x 1日 5時間分相当)，最小は12月の150

cal/cm2 'dayといわれているようにエネノレギー

密度が低く，必要量を確保するためには広大な

用地がし、る。例えば700MWx4基の石油火力は

106m2， l，OOOkWx2基の太陽熱発電所は105m2

を必要としている。米国では10MWのノミイロッ

トプラントが建設中である。他方太陽光発電は

高電圧の電気を必要とする小規模分散形電源と

しては好適で，低価格化に努力が払われている。

(6) 海洋 海洋は太陽熱エネノレギーの貯蔵場所

であって，その変形としての海流，波力，潮汐

力，温度差，濃度差等の利用が検討されている。

しかし多額の建設費を必要とし，唯一の実用プ

ラントとしてフソレターニュのランス潮力発電所

がある。海に囲まれたわが国の環境や開発途上

国にとっては有効なエ不ノレギー源となる可能性

を含んでいる。最近波力のほかに混度差発電の

テストプラントが活動しているが，その延長と

して商用100MW潜水円筒形発電プラントの概
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表4 新エネルギ一等による発電方式の総合評価
ヱヰルギー専門部会(中部電力)

エネルギ 供給の安定性 技術開発見通し 環境揮全技術田開発見通し
電力運用 地域振興 中部園田電力供

供抽出 供給量の 電力需給に対し量
開発の現状

開発の 環境露響
開発の現状

開発の 1ζ対する 給への適U用に闘
評価要素

安定性 継続性 的に貢献する度合 将来性 将来性 適合性 への貢献 する総合評価

輸入の 近い将来 栂来

商業タ手1ト
基 実

タプ1塞フ
シ韮 近 将 適

国国;た

時長 短(叡四年まで)国∞年以降)
ス 礎 将来も、礎

少申 多用 来 用
ラ テ

プフ
テ

ペプ
ふ〆 ム 研 ム研 自ラ ラー〆

重

無 l ン ト的 究高 中低 化

喜E

的究 高中 低大 申小 大申

小 能性震可の
可進上 ト

童説話
試新エネルギー等 大申小 大中小

連転 護震
い閲 い亜 E調

能
による発電方式 産 国国

標期 期
誠

査 転 究査
性

き害警 有 有

太 陽 熱. • • • • • • • • • • • 
太陽 士 陽 光. • • • • • • • • • • • 

時暖房システム. • • • • • • • • • -・天然蒸気・熱併給. • • • • • • • • • • • 
地熱 低沸点流体. • • • • • • • • .1 1. • 

火山 高温岩体. • -・ • • • .1 1. • • • 
波 力. • • • • • • • • • • • 

海岸 潮 汐. • • • • • • • • • • • 
海洋視度蓋. • • • • • • • .1. • • 

風力 風 力. • • • • • • • • • • • 
M H D • • • • • • • .1 1. • • • 
燃 料 電 池 • • • • • • • .1 1. • • • 
石 炭

石炭ガスイじ • • .1 1. • • • -・ • • • 
石炭液化 • • • • • • • -・ • • • 

高効率檀告発電 • • .1 1. .1 1. • .1 1. • • • 
L N G冷熱利用発電 • • • • -・ • .1. • • • • • • • • • • • • • • 問山 高速増殖炉.

|核融合. • .1. .1 1. • • • • • • 
原子力 2.3

水力 5.4

石炭 3.7

〔天然ガス

国 0.6

産 石油
¥._j 0.2 

石油 76.9

〔輸入〕

全エネルギー消費量 100苦:14. 5x1015 kJ 

エヰノレギー専門部会(中部電力)

図 1 わが国のエネルギーフロー図(昭和52年度)

念が提案された。

(7) 水力 新しくはないが見返されているエネノレギーで

ある。高落差大容量の揚水発電設備は系統運用上の要請

から，大容量原子力や火力の開発と歩調をそろえて今後

も建設される気運にあるが，その形態は洪水等の心配の

ない河川最上流または分水嶺をはさんだ位置での純揚水

となる場合が多い。他方常時の河川流景を有効利用する

10MW級以下の小水力地点の再開発が推進されている。

(8) 風力 間接的な太陽エネルギーであって，大容量と

一数値は百分率を示す。

するためには広大な用地面積を必要とする。従来の1，000

kW級の経験では羽根や軸受の故障が多く，主要エネノレ

ギー供給源としての期待は薄いが，固定可能なエネルギ

ー形態とのハイブリッド化によって活用されるものと考

えられている。日本では昭和57年度に100kW，65年度に

10MW級の開発を想定している。

(9) 燃料電池(水素) いろいろな計画が進行中である

が，日本のメーカーでは20~30kW 級を，ユーザでは4.5

MWプラントを目標に研究開発が進められている。
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(10) パイオマス 生物資源のエネノレギーであって，一説

によれば将来は総エネノレギー量の10~20%の分担を保証

できるものと予想されている。この分野で，.1.発酵技術の

応用によるメタンやエタノーノレの製造が当面の課題で、あ

る。

(11) MHD 2軸接近法と称して，小出力長時間形およ

び大出力短時間形の開発を別個に推進しこれらの長所

をもち寄って大出力長時間形を実現する方向で地道な研

究が行われている。

(1由核融合 夢の未来エネノレギー源としてプロジェクト

研究の花形のようにいわれているが，実用化年度は紀元

2000年をはるかに越えるものとの予測修正があるo J T 

60建設のためには建屋ならびにサイト整備費を含めて

2，000億円が支出されているという。

以上列記した代替エネノレギーのうち現時点で超大容量

電力源となりうるものは，低濃縮ウラン軽水炉(BWR，

PWR)原子力，高速i増殖炉原子力，石炭火力， LNG 

火力，純揚水水力などであり，いずれもすでに実用の域

にあって，今後は単機容量の増大が期待される。中容量

単独電力源として地熱，太陽および海洋温度差等がある

が，これらは運用技術によってさらに大容量の設備とし

て役立ちうるものである。昭和47年 7月発足したサンシ

ャイン計画では，太陽，地熱，石炭，水素を対象として，

昭和54年度まで、に380億円を投入したと報告されている。

2. 3 評価

石油代替資源が産業用電力供給源として真に代替しう

るものであるかどうかとし、う評価は十分検討に値する課

題である。表 4は電力技術研究会エネノレギー専門部会(中

部電力〕におし、て， 1"新エネノレギ一等による発電方式の開

発の方向性〔昭和54年 6月)Jの中で示された総合評価で

ある。表中の@印で示す該当欄は現在でも大綱において

変わりはない。電力供給が負荷追従運転を基本的姿勢と

して，電圧と周波数との定値維持を保証する発電システ

ムでありうるために，供給源の容量，継続時間，予備力

等にはそれなりの能力が要求される。特に表中「電力運

用に対する適合性」の欄では太陽，地熱，海洋などの評

価がよくない。これらの長所を生かし短所を補う意味に

おいても 4で述べる貯蔵サイクノレの確立が極めて有意

義な方策であると考える。なお参考のために資源とエネ

ノレギーフローの過去の実績を図 1に示し，将来新エネノレ

ギー源が貢献できる分野を大まかに推定する資料とし

7こ。

3.海水揚水発電システム

3. 1 淡水揚水発電

現在の電力系統において揚水発電が最も効率的な速応

性あるエネノレギー貯蔵方式であり，系統運用上重要な役

割を果たしていることは十分認識されている。最近では

単機容量300MW以上，発電所最大出カ1，200MW級の

12時間連続全負荷運転に堪える淡水揚水設備が遂次建設

されている。しかしこれらは殆どすべてが純揚水である

ため発電原価が高く，緊急時以外には運転きれないのが

通例である。年間稼動運転日数が70日と設計されていて

も，期間中の発電あるいは揚水実績は 7%以下もあると

いわれている。また平均負荷率も60%と低く，特に自動

負荷配分制御運転の場合にはリミット下限の30%を維持

する状態であるとしヴ。斜流水車を用いると60%落差で

22%負荷において効率80%を維持することができるなど

の利点もあるが，一般に揚水発電所を実質有効に活用す

るためには，軽負荷時のキャピテーションなど今後解決

すべき問題も多く残されている。そもそも揚水発電は昭

和 9年にはじめて小口川第三発電所で季節調整に応用さ

れた後，長期間にわたって図 2に示すような日負荷曲線

対応の運転を要請されてきたが，現在では主として緊急

負荷対応の任務に変わってきている。

10日

90 

「80
ク
t亡
対

27日

比
率

(%) 

60 

50 

o 1 2 3 4 5 6 7 B 910 111213 14 15 1617 18 1920 21 2223 24時

図 2 8月第 3水曜日の目負荷曲線の変遷
林政韮

3. 2 新海水揚水発電構想
あたしか

昭和41年度電力長期計画にはじめて新鹿地点(中部電

力〕の海水揚水発電が計上されている。これは海洋を下

池とし陸上のダムに海水を揚水するもので，主として貯

水池からの海水の穆透漏水や溢水と動植物への塩害に対

する配慮から，現在まだ実現をみるにし、たっていない。

これに対し筆者らの構想による新海水揚水発電方式

は，最近の技術進歩を踏まえて，海洋を上池とし海底に

設けた人工空洞を下池とするものである。このようにす

れば海塩水の影響を完全に避けることができるばかりで

なく，落差と空洞容積とを任意に選定することができる。

逆にこれらを規格化すれば標準設計の機器，発電所を随



6 宮地 巌・依田正之

所に建設することが可能となり，経済上のメリッ卜も大

きい。現在技術あるいはその延長線上で解決できる規模

として，単機容量300MW，有効落差500m，連続全負荷運

転可能時間12時間，発電所最大出力1，800MWの構想で

概念設計し諸元を試算した。すなわちこれを海底堀削高

落差形の実用プラントとし，そのプロトタイプとして900

MWのものを建設し，運転性能を検証する案である。ま

た落差100m程度の中規模として海岸線埋設低落差形も

ありうるとしこれらを一括して表 5に示した。この場

合揚水によって地下空洞を空虚にすることがすなわち，

エネノレギーを貯蔵することに相当するとし、う考え方であ

る。図 3は高落差形第 2案の概念計図である。

表 5 新海水揚水発電万式の構想案比較 下f抽出1

頃:--------とご
彬同期削仙の足形 泌 1;'料開此l氏"キ作

割 l 案罰 2 案 m 1 案 凱 2 綻

韮最大出力 [MW) 900 1，800 300 900 

本 尭連有電動効蕗設時備間茶[MW)X[台数]
300X 3 300X 5 150X 2 150X 6 

仕 [h) 12 12 12 12 

樟 [m) 500 50C 100 lOC 

72 72 180 180 

ド庇 桔 :.r(m'ユh) 216 432 360 l.08C 

油貯水W- ll~ (lQl.m'] 9，330 18.700 15，600 46，700 

間一 [10
10.4 21.0 18.4 54.9 

様空 W"'XH'" 40X60 50X70 115X 2$iljX50 245X 3JljX50 
XLm X600X 9itli X620X6対X2 X1600 X1500 

桂 E 問 〔年] 11-12 

済建設 問 [億円] 7.000様

性発電原価 〔円んWh) 148 

週 用 プロトタイプ 実用フラント 離品 U 踊 1i1l17ラ J 卜

※ Milit'l~は"まはい。

3. 3 検討

3. 3. 1 海水揚水機器 ランス潮力発電所の建設に際

しても，まず海水に対する機器材料の長期耐力が試験さ

甲車暗弘

同ぶ ζコ町坑

れた。わが国の大容量火力，原子力発電所はすべて海岸

に隣接して建設されており， コンデンサ冷却は海水に依

存し，循環水ポンプtこよってザイクノレが確保されている。

その落差は高さ15m程度であるが，流量は電気出力

1，000MWあたり原子力で約60m3/s，火力で約35m3/s~こ

達し， 1発電所の総量で大河川の中，下流流量にも匹敵

して，これらの運転実績を通じて腐食や海生生物の影響，

キャビテ←ションの抑制lについても十分な経験を集積し

ている。他方淡水揚水機器においては落差500m，単機300

宮地ー依田

図3 海底堀削高落差形海水揚水発電所概念設計図

(1，800MW，単位:m) 

MWは実用段階であり，これらの組合わせ技術を完成す

ることによって，表 5に示す基本仕様の機器が実現可能

となる。これまでに検討されている問題点と対策を表 6

に示した。調査によれば，鋳鋼の腐食量は流動海水中で

流速とともに増加するが，ステンレス鋼は逆に静止海水

中での腐食が大きくなるなどの特徴があり，部品材料の

選定には十分な留意が必要て‘ある。

前田建設工業

図4 海底堀削高落差形海水揚水発電所トンネノレ，

立坑烏敵図 (900MW)

?5qom  
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表 6 海水揚水機器の問題点と対策 依田@宮地

問題点 立す 策 備 考

流速に気を付ける

材料の選定 滑らかにする
海水中lこ溶 すきまを作らない
解している

電極の取付，取替法lζ
各種成分の 電気防食

影響による
留意する

儲食 エポキシタールエナメ

防食塗装 ル，エポキシ樹脂タビ

ニ ノレ系塗料等

水車は多くの部品から

すきま寓食
シール

構成されており 9 すき
目張り等

まは必ずある

応力潟食部
18-8 Cr-Ni系ステン

れ
熱処理等 レス鋼l乙生じやすい

高流速部表面l乙ハード

土 砂摩耗 表面保護 クロムメッキ等を施工

する

表面仕上げ塗装

海洋生物の 防汚塗装

付着 化学的除去

機械的除去

3. 3. 2 施設工事 高落差形は従来技術を用いて建設

可能であるが，全地下堀削式となるため試堀坑調査に約

2年，換気立坑工事に 2年，トンネノレ工事に平均100m/月

かかるとしても工期は11-12年の長期にわたる。図 4は

第 I案プロトタイプのトンネノレ，立坑，下部貯水池の立

体配置を示す鳥敵国である。地下深部の堀削では断層や

地盤の特性，構造物の耐震性能が重要な検討項目となる。

最近の研究によれば，岩盤の地震加速度の100年期待値は

0.2-0.3G程度で，地表面構造物の耐震強度は主として

それが建造される地盤の性質および岩盤上の厚さに関係

して，その基底部に印加される応答地震加速度が想定さ

れるようである。これについては，いわゆる地盤のN値

1000 

500 

0

0

 

0

0

 

2

l

 

p

凶

¥
E
)
m・〆

20 

0.2 0.5 5 10 
N fui 

20 50 100 200 

電気協同研究 34 -3 

図5 地盤の S波速度VsとN値(今井， 1975) 

と地震波の S波速度との関係を示す図 5を参照すれば地

盤の固有振動数が求められるので， これが構造物と共振

の関係にあるかどうかを検討すればよいことになる。通

常N{I直10以上， s波速度200m/s以上の場合は，共振に対

してかなりの地盤剛性を期待することができる。

低落差形で大容量とするためには過大な流量を必要と

し現在技術では単機最大が150MW程度となる。したが

って実用発電所出力は900MW位が適当であろう。図 6

は低落差形第 I案の貯水池寸法などを示す概念設計図で

ある。この場合貯水池は地表面近くに建設されるので，

構造上耐力壁を必要としその仕切柱等のために空洞の

利用率は高落差形よりは低い。

Cコ官、

p; 
____jI 

。週

発電機室

宮地@依田

図6 海岸線埋設低落差形海水揚水発電所概念設計図

(300MW，単位 :m)

3. 3. 3 経済性 現在の大容量揚水発電所の価値は，

不慮の電源脱落に対して系統を安定に維持し，広域大停

電を避けるための有効利用度の点から主として評価され

ている。燃料を用いて上池貯水が維持されている関係上，

常時はできるだけ運転しないでおくことが経済的であ

る。しかし停止期間中といえども系統からの要請があれ

ば直ちに， 100%確実に指定された電力を一定時間供給す
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ベき任務をもっている。待機中の出力は Oであっても，

土木，電気設備に対する所内動力は1，000MW級で360

MWhl月と大きし水車からの漏水も Oではない。最近で

は系統運用上火力，原子力に対しても中間負荷運転を要

求するようになってきているので，揚水発電を必要とす

るピーク負荷のあり方も変わってくるものと考えられ

る。揚水用としてどのような電源を用いればより経済的

であるかは，従来の燃料取得価格を念頭において，表 7

の数値比較から定量的検討を展開することができる。

表 7 原子力，石油火力，石炭火力運用経済比較表

林政義

原子力 石油火力 石炭火力

電気出力 1000MW 

稼動率 70% 

年間燃料
28_2t 141万ke 221万t

|ウラン濃縮度il発熱量jl発熱量j消費量
2.8% 9. 650kcal! E 6， 200kcal /kg 

燃 料
116億円 950億円 290億円

取得価格

所要外貨
42百万S 430百万$ 130百万$

(92億円) (950億円) (290億円)

海水揚水発電所は，従来通りの火力，原子力を電源と

する純揚水として運用できることはもちろんである。し

かし進んで新エネノレギ を電源とし随時揚水することに

よって地下空洞を拡大し計画に従って負荷追従形の大

容量発電を実施するシステムを構成すれば，相互の短所

を補い長所を活用した経済性の高い揚水発電所となるで

あろう。

4.海水揚水発電による新エネルギー貯蔵

原子力，石炭， LNGを除くいわゆる新エネノレギー源

は天然現象に固有な任意性が強く，そのままでは同じく

確率的随意性のある電力消費と直結することは容易でな

い。この意味においてこれらの中聞に海水揚水発電を介

在させれば，わが国の環境を活かしたエネノレギー利用シ

ステムを構成することができ，その効果は大きくさらに

離島電源としても有望となるであろう。海水揚水発電に

おける新エネノレギー貯蔵とは，新エネノレギーによりまず

電力を発生させてこれを用い，地下空洞の海水を排除し

てそこに一大空間をつくることであり，無限大の海洋水

を受入れる発電の待機姿勢をとることを意味する。

4. 1 エネノレギーサイクノレにおける貯蔵と緩衝

需要電力は図 2の負荷曲線のように随時変動するとと

もに，対策を講じなければ昼，夜間で約3:1の比率とな

る。 I次資源をこのような負荷変動に円滑に対応させる

ためには，従来から発電所の側においても何らかの緩衝

対策がとられている。これを系が複雑でややゆるやかな

変化に対応する石油火力発電所の例をとって考察してみ

よう。

(1)燃料系輸入石油はコンビナ トで重油タンクに発

電所需要量の約 3ヶ月分が貯蔵される。発電所では 1日

分のデータンクを経てボイラに供給される。

(2) 空気系

必要酸素量は大気中から強圧通風機，空気予熱器を経て

ポイラに導入される。燃焼ガスは電気集塵器，排煙脱硫・

脱硝装置を経て煙突から再び大気中に放出される。

(3) 水・蒸気系 ボイラで加熱，気化された水蒸気は，

過熱器を経て高圧タービンに入り，通常再熱器に帰って

から再び中圧，低圧タービンを通過する。その後はコン

デンサによって冷却液化するので，必要な加熱器や脱気

器を通過した後給水ポンプにより高圧水として再びボイ

ラに圧入され，系自体は閉じたサイクノレを構成する。補

給用に市水道と市水タンク，純水装置がある。

(4) 海水系 海洋から取水口を経て循環水ポンプで吸上

げられた海水は， コンデンサを通過して再び海洋に放出

される。この間通常温度上昇 70C程度を見込んで，負荷

に応じた流量が調整される。

(5) 機械系 高，中，低圧タービンの出力は共通の主軸

を回転して逆トノレクと平衡するとともに，回転数の変化

によって運動エネノレギーの授受を行ない，入出力の変動

を吸収する。

(6) 電気系 タービン主軸が発電機界磁極を回転し，固

定子に発生した電力は変圧器， しゃ断器，送電線を経て

電力系統の中に溶け込んでしまう。電気系は電源，負荷

を含めてそれ自身が閉じたサイクノレを構成している。

以上の系で，最終的に必要な良質の電気エネノレギーを

得るためには，いくつかの貯蔵部分と緩衝部分が貢献し

ている。重油タンク，大気，市水道，海洋は前者に属し，

データンク，気水混在ボイラ，市水タンク，海水流量，

タービン主軸は後者に属する。また通常のように負荷追

従運転をする発電機が交流大系統に並入されている場合

には，安定度計算上系統を無限大母線として取扱うこと

が多い。つまり一見複雑にみえる多種系統聞のエネルギ

ー交換システムでも，それぞれの系は運用上必要な個々

の貯蔵と緩衝の機能を備えている。例示した石油火力以

外の場合もほぼ同様である。これを「エネノレギ←サイク

ノレにおける無限大の効用Jとし、う形で認識したし、。

4. 2 定常性新エネノレギー源

いわゆる新エネノレギー源には一般に「無限大」が存在

しなし、。太陽や地熱は一見無限大に該当するようだが，
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エネノレギ一利用にあたっては中間に大きい障害が介在す

る。無限時限ではあっても無限大ではない。ここに海洋

とし、う無限大を導入し，海水揚水によるエネノレギ 貯蔵

を併用すれば，新エネノレギーの利用開発において新しい

方向性を展開することになると思う。

地熱資源は 2.2 (4)で述べたように比較的定常的で有

望な中容量のエネノレギー源ではあるが，熱エネノレギーと

しての準位が{尽く利用形態に工夫を要する。電気出力が

それぞれl，OOOkWのフロンタービンおよびイソブタン

タービンを用いるハイナリーサイクノレ試験発電所におい

て，最近広範囲な変動負荷実験ならびに多数回起動停止

実験が実施され，いずれも安定な運転に成功している。

目標とする250MW級の発電がこのような形で実現すれ

ば，地熱こそ定常性新エネノレギー源として最も期待がか

けられるものではなかろうか。広く対象を火山や高温岩

体にまで、展開すれば，資源の偏在とし、う問題を越えて園

内一様に利用できるエネノレギー源となる。

4. 3 間歎性新エネノレギ?ー源

これには太陽，風力のような基本的には日周期の準定

常のものと，台風，豪雨，洪水のような季節周期の非定

常単発性のものとがある。特に冬期の降雪は効果的なエ

ネノレギ 貯蔵形式として古くから水力発電に利用されて

きたが，さらに積極的な有効利用法を開拓する必要があ

る。気象関連のこのようなエネノレギー資源にも海水揚水

を導入すれば， これらの欠点を補うことができるであろ

う。実用的には，新エネノレギー源はそれぞれのモ ドに

応じて最大出力，最大可能継続時間で運転し，揚水機器

がこれを受入れる形で対応することが望ましい。例えば

亜熱帯地方の単独離島電源として，昼間の太陽熱エ不ノレ

ギーを海水揚水設備に貯蔵し，夕方から夜間にかけて発

電して電力需要を満たす計画も可能である。離島相互間

に短い海底ケーフノレを布設すれば，運用の自由度はさら

に増加する。表 5の低落差形第 1案などはこのような目

的に利用できる。最近の太陽熱発電の経験によれば，間

歓的な日射量の繰返しがあると集熱器の温度が著しく変

動し，使用材料の熱サイクノレ上検討が必要で、あることな

どが指摘されている。

5.連系運用

5. 1 運用法

以上の考察から，海水揚水貯蔵用としては地熱，太陽

熱が最も有望であることがわかる。しかも他の新エネノレ

ギー源が利用できないというわけではない。新エネノレギ

ーの不確定性を海水揚水という無限大規模に置換し，こ

れを水力のもつ速応性によって任意の電力に変換使用す

るという運用体系が樹立される。具体的には現用電力網

を介して， この無限大母線に新エネノレギー源を任意に投

入し，海水揚水発電所はその投入された電気エネノレギー

に相当する分だけを利用して空洞を拡大する。これに機

器容量の協調を考えあわせて，時間，距離を超越した有

効な貯蔵利用が可能となる。このようにすれば，原価高

のためなるべく運転しないという従来の揚水の考え方を

脱却して，時間的，地域的，経済的にも合理性のある常

時稼動の運用法に転換することができる。現在の揚水運

用て、は発電モードから揚水モ ドに，または揚水モード

から発電モードに切替えるのにいずれも， フランシスポ

ンフ。水車で10分程度，斜↓流ポンプ水車で15分程度あれば

十分である。以上に立脚した合理的連系運用手法の確立

は今後の課題である。

5. 2 技術開発目標

新エネノレギー側と揚水側とをどのような容量配分で組

合わせるかがまず問題である。つぎに揚水モ ドと発電

モードとの時間配分と反復永続性の確立が必要である。

当面の目標は 2.2で検討したように，地熱が現在の50

MWから250MWに，海洋温度差が100MWになること

が示されている。太陽や風力は差当たり 10MW級を目途

としているが，これでも貯蔵の目的には一応利用できる。

揚水機器は発電時の規模を考えて，表 5では単機300

MWまたは150MWとしたが，これらは上記目標が達成

された場合には十分協調のとれる容量である。それまで

のテストプラントの段階では，やや小容量のもので検討

することが適当であるかもしれない。しかし相対的に過

小な単機容量のままでは，産業用エネノレギ を目指した

海水揚水発電には不適当である。表 5の発電原価148円/

kWhは石油火力をベースとして算定したものであるか

ら高い値になっているが，上記の経過をたどれば経済性

を見出す方向に修正できると思う。結論的にいって，新

エ不ノレギー源側で100~250MW 級以上の単機容量を技

術開発目標として設定すれば，海水揚水との連系運用が

円滑に行なわれる見込みで、ある。この値は筆者の 1人が

2 年前に提唱していた目標値50MW の 2~5 倍に相当

している。

5. 3 拡大運用

新エネノレギー源の枠をさらに拡大すれば，台風，豪雨，

豪雪などの気象エネノレギーやその小集約としての洪水エ

ネノレギーにも言及することができる。また河口堰を利用

した低落差大流量の水力エネノレギーも海水揚水に役立た

せることができる。離島電源や僻地電源を補強する場合

には，それらの供給すべき現在の負荷曲線と，安定電源

が確保された場合の潜在需要とを想定して，運用設備の

組合わせを検討する必要がある。特にこれからは太陽を

含む地球環境での気象エネノレギー活用の必要性を認識
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し，電力気象学の確立を目指して新しい意味での人工降

雨法の研究開発を指向するなど，海水揚水発電所を主軸

として，新エネノレギー源の拡大運用が望ましいと考えて

いる。

6.あとがき

この論文は，まず実用規模での海水揚水発電方式数案

を策定し，これを仲介としてあらゆる形式の新エネルギ

ー源を貯蔵放出する形で効率的に利用することによっ

て，それらの不確定性を定常化しようとする一連の計画

の論述である。またこの関係は気象エネルギーの活用の必

要性にまて、拡大することに言及している。石油代替エネル

ギーの開発にあたっては，主力エネルギーと補完エネル

ギーとを明確に分離し，研究費の投入度合にも配慮があ

って然るべきだという考え方もあるが，一方現在の課題

は， 1次エネノレギー全体と今日の社会を支える技術との

関係を見直す「エネノレギー開発」にあるともいわれてい

る。また「開発」は理屈ではなく実際に物が動き出した

その「経験」であるともいう。さらに大学では既存の技

術の延長線上にない新技術の開発を担当せよとの声も高

い。このような基本的諸見解を参照しながら，本論文の

内容にできるだけの具体性をもたせたつもりである。
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